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  4 
洋地域では2000年以降、二国間の自由貿易及び経済連携協定の増加を示す傾向が顕著である 
（AGGARWAL, URATA 2006; BHAGWATI 2008; DENT 2006; KAWAI, WIGNARAJA 2009; SHI’INO, 






























                                                           
3 EFTAは1960年、欧州共同体（EG）に対抗する形で結成された。現在の時点ではスイスの他、アイスランド共和国、
リヒテンシュタイン公国とノルウェー王国が加盟している。 
4 メルコスール（Mercado Común del Sur、南米共同市場）は1991年に調印された南米諸国の経済ブロックである。 
5 カナダ、メキシコとアメリカ合衆国は1994年、共同の北米自由貿易協定「NAFTA」（North American Free Trade 
Agreement）を発効した。 
6 日・スイス関係とその歴史的発展における全体図については MEYER (2004)、MORITA (2005)、ZILTENER (2010a)を
参照。 



















































                                                           
7 交渉開始までの二国間会合と研究会についての詳しい記述と分析はZILTENER (2010b)を参照。 
8 二国間交渉の内容と動向の詳細についてはZILTENER (2010c)を参照。 




「While the automobile tax is levied commonly to all automobiles, EU 
cars are exempt from the customs under the EU-Switzerland FTA. 
Because of this, Japanese-made cars have disadvantage with 
EU-made, and their share in the Swiss market has gradually been 
declining (about 30% in the 1980s; about 20% in the 1990s and after). 
An FTA with Switzerland is expected to help Japanese automakers 




































































明した（NIPPON KEIDANREN 2007）。 
10 スイス側から見た自由貿易経済連携協定の内容についての論考の詳細に関してSECO (2009)、日本側については 
JETRO (2009)を参照。 














済連携協定により自由化の対象となった品目（agreement goods = AG）は、同協定の対象外と
なっている品目（non-agreement goods = NAG）との比例で、その貿易取引額を分析する必要
性がある。その結果AGの貿易高の増減率がNAGの増減率を上回った場合、自由貿易経済連携協


























高を割ると、Npr ≈ 3000のサンプルサイズとなる（比較対象年により少々異なっている）。 

























16.84% 26.73%   50.65% 18.10% 





  4.49% 14.51%   91.66% 23.86% 



















自由貿易経済連携協定の適用度については、全体的適用率（general utilization rate, GUR) 
と調整適用率（adjusted utilization rate, AUR)を区別して計算する。GURは自由貿易経済連携
協定に伴い、免税や減税となった輸入物品の総額の割合を意味するが、自由貿易経済連携協定の

















産業部門 輸出額（単位：100万スイスフラン） 総輸出高の割合 
自動車産業 1.382 28.4% 
貴金属、貴石、宝石、真珠等産業 1.373 28.2% 
基礎化学産業 885 18.2% 
機械装置産業（電気） 647 13.3% 
時計とカメラ産業 334 6.9% 
プラスチック製品 107 2.2% 
非鉄金属産業（鉄鋼等） 68 1.4% 
織物産業 26 0.5% 













                                                           
13 2005年1月1日に発効した米・オーストラリア自由貿易協定のためのオーストラリア関税データを基にした調査結
果は、GURの結果と似ている（POMFRET, KAUFMANN, FINDLAY 2010: 7, 18）。この調査では、アメリカからオース
トラリアへの輸出のGURが発効年だと約30%に達しており、その後2006年から2009年までの期間のANRは20～
25%という結果を出している。 








産業部門 GUR AUR 
自動車産業 72,6% 73,0% 
貴金属、貴石、宝石、真珠等産業 0,2% 0,2% 
基礎化学製品産業 3,3% 17,2% 
機械装置産業（電気） 6,6% 11,6% 
時計とカメラ産業 1,1% 1,7% 
プラスチック製品産業 43,2% 43,6% 
非鉄金属産業（鉄鋼等） 45,4% 46,8% 
織物産業 39.5% 47,0% 
























































産業部門 決定係数 標準誤差 推定値 t値 
自動車産業 0.637 8.789 2.361 4.953*** 
貴金属、貴石、宝石、真珠等産業 0.213 0.258 0.027 1.949* 
基礎化学製品産業 0.683 4.959 1.476 5.487*** 
機械装置産業（電気） 0.266 6.904 0.844 2.255** 
時計とカメラ産業 0.601 0.877 0.218 4.589*** 
プラスチック製品産業 0.581 7.839 1.872 4.404*** 
非鉄金属産業（鉄鋼等） 0.767 8.923 3.281 6.779*** 
織物産業 0.171 15.672 1.446 1.701 
合計 0.377 7.052 1.113 2.909** 
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